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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項・・・該当なし 

 

（２）監査意見・・・該当なし 

 

（３）決算審査意見 

 

決 算 審 査 意 見 処  理  状  況  等 

債権管理事務取扱要領等に沿って、収入

未済発生の未然防止や滞納初期の対応な

ど債権の適正な管理、回収に取り組まれ

たい。 

委託料の返還金に係る未収金については、債

務者の返済資力等を確認しつつ、引き続き関係

課と歩調を合わせて督促を行い、確実な回収に

努める。 

 今後の事業執行に当たっては、対象企業の経

営状況を定期的にチェックし、未収債権の発生

防止に努める。 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況・・・該当なし 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

 

種別 

 

区分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 

備  考 4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

定   員 12 12 0 0 0 0 12 12 
商工労働部長含む 

 

現   員 13 12 0 0 0 0 13 12 
 

 

過不足(△) 1 0 0 0 0 0 1 0 

新型コロナウイルス感

染症に係る応援金業務

のため、１名過員 

臨 時 的 

任 用 職 員 
0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

会 計 年 度 

任 用 職 員 
3 2 0 0 0 0 3 2 

一般事務３名 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和４年７月１日現在） 

職    名 氏    名 在 職 期 間 備    考 

商工労働部長 池田 一彦 
年 

2 

月 

3 

 

 

課長 佐々木 徹 0 3 
 

 

課長補佐 谷本 敦 1 3  

課長補佐 小林 陽子 0 3 通算期間 4年3月 

課長補佐 和田 淳秀 2 3  

課長補佐 見生 正志 0 3  
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５ 主な事業に関する調べ 
（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 
コロナ禍打破特別応援金 1,822,500 1,800,000 0 0 22,500 

新型コロナ感染拡大防止緊急対策事業 397,571 397,569 0 0 2 

コロナ禍事業継続緊急応援事業 872,346 856,219 0 0 16,127 

コロナ禍再生応援金 158,700 149,000 0 0 9,700 

オミクロン株影響対策緊急応援金 521,554 310,000 0 0 211,554 

将来ビジョン - 
令和新時代創生戦略 - 
政策項目 - 
１ 事業の目的、概要 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、経営上の影響を受けた県内事業者の事業継続を支
援するため、事業全般に幅広く活用可能な応援金を実施し、県内経済の早期回復と発展を図る。 
 また、新型コロナウイルス感染症の急激な感染拡大期に、早期の抑え込みを図るため、繁華街の飲食店
等を対象とした、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）に基づく営業時間短
縮要請を行うにあたり、感染拡大防止協力金の支給等の緊急対策を実施。 

２ 事業の内容、実施の状況 

（１）コロナ禍打破特別応援金〔実施期間：令和３年５月31日～９月30日〕 
  ①事業の内容    

対象者 県内中小企業等（個人事業者を含む） 
※飲食業、宿泊・観光業、交通業など、新型コロナウイルス感染症により経営上の影響
を受けた事業者 

売 上 要 件
等 

ア 事業継続支援分 
・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年１月～５月までの間の任意の３ヶ
月の平均売上額が、前年又は前々年対比で30％以上減少していること 

イ 新規創業支援分 
・令和２年４月１日から令和３年５月24日までに新規創業した者で、事業継続期間が
３ヶ月以上あること 

交付額 ア 事業継続支援分 
・売上規模に応じて一律20～40万円を支給。また、認証店舗数に応じて10万円を加算。 
イ 新規創業支援分 
・一律10万円を支給。 
※いずれも他の給付金や応援金との併給は可能。 

  ②実施の状況 
   ア 支給決定件数 5,622件 
   イ 支給決定金額 1,822,500千円（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急事態対策調整費による執行を含む） 
   〔業種別件数内訳〕    

 飲食業 建設業 卸・小売業 製造業 宿泊・観光業 理美容業 その他 

事業継続支援分 1,381 840 788 362 271 242 1,207 

新規創業支援分 122 52 50 22 19 49 217 

計 1,503 892 838 384 290 291 1,424 

 

（２）新型コロナ感染拡大防止緊急対策事業 

＜感染拡大防止協力金＞ 
  ①事業の内容 
   特措法第24条第９項に基づく営業時間短縮要請を行い、協力店舗に対して協力金を支給。 
   ア 要請内容     

 第一期（米子市内） 第二期（鳥取市内） 
要請期間 7月21日(水)～8月3日(火) 計14日間 8月9日(月)～8月22日(日) 計14日間 
対象区域 米子駅前及び米子市繁華街 鳥取市繁華街 

対象店舗 
食品衛生法に定める営業の許可をしている飲食店及び喫茶店 
500店舗 508店舗 

要請内容 営業時間を5時から20時までとすること（酒類のオーダーは19時まで） 
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イ 協力金の支給額 
   〔中小企業等〕 

１日の売上 8.3 万円以下／日 8.3 万円超～25 万円／日 25 万円超／日 

協力金の支給額 2.5 万円／日 売上高の 3割／日 7.5 万円／日 

〔大企業〕 １日あたりの売上減少額の 40％ 

（上限「20万円」又は「売上高の３割」のいずれか低い額） 
※「１日の売上」は、前年又は前々年の売上高。中小企業等は「大企業」の支給方法を選択することも可。 

  ②実施の状況    
 支給決定件数(件) 支給決定金額(千円) 
第一期（米子市内） 447 202,873 
第二期（鳥取市内） 435 194,252 

計 882 397,125 
   ※営業時間短縮要請区域、実施期間等の周知にあたり、新聞広告を２回掲載（446千円） 

（３）コロナ禍事業継続緊急応援事業 
＜コロナ禍売上減少支援枠：コロナ禍緊急応援金〔実施期間：令和３年10月１日～12月10日〕＞ 

  ①事業の内容    
対象者 県内中小企業等（個人事業者を含む） 

※外出自粛等の影響を強く受けた事業者(飲食、宿泊･観光、交通、小売、対面ｻｰﾋﾞｽ等) 
※上記事業者と直接かつ継続取引がある事業者 

売上要件 ・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年６月～９月の間、任意の１ヶ月の
売上額が前年又は前々年対比で30％以上減少していること 

交付額 ・売上減少額に応じて、法人上限20万円、個人上限10万円 
※他の給付金や応援金との併給は可能。 

②実施の状況 
   ア 支給決定件数 5,132件 
   イ 支給決定金額 665,248千円（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急事態対策調整費による執行を含む） 
   〔業種別件数内訳〕 

飲食業 卸・小売業 理美容業 宿泊・観光業 製造業 建設業 その他 

1,746 1,106 431 296 244 229 1,080 

 
＜地域連携枠：コロナ禍緊急交付金（県と市町村との協調支援）＞ 

  ①事業の内容 
支援対象 県内市町村（間接補助） 
対象事業 給付的支援事業、奨励的支援事業、減収補填的補助事業 など 

交付上限 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(事業者支援分(令和3年8月17日政
府決定分))の各市町村配分額又は50,000千円のいずれか低い額 

対象期間 令和3年9月から12月末までに新たに事業着手し、令和3年度末までに事業完了 

②実施の状況 
 ア 活用団体   14市町村 
イ 支給決定金額 207,098千円（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急事態対策調整費による執行を含む） 

 ウ 各市町の実施内容 
団体名 交付実績額 

（千円） 
実施内容 

米子市 49,425 ・売上50%減等の事業者へ一律10万円の給付金  ※飲食､宿泊､小売､理美容等 
・売上減少したタクシー・自動車運転代行事業者への給付金(認定台数×5万円) 

倉吉市 50,000 ・売上30%減事業者へ法人40万円、個人20万円の一律給付金  ※飲食､宿泊､観光、小売等 

境港市 26,645 ・売上30%減事業者へ一律10万円の給付金 

若桜町 728 ・売上10%以上30%未満減事業者へ一律給付（法人10万円、個人事業主5万円） 

八頭町 4,750 ・売上20%減事業者への給付金（飲食：一律20万円、宿泊：20～200万円） 
・認証店取得店舗（飲食・宿泊）に、店舗毎で一律10万円の給付金 

三朝町 4,955 ・売上15%減事業者へ従業員規模に応じ3～50万円の給付金（認証店加算あり） 

琴浦町 16,854 ・売上20%減事業者へ減少率に応じ10万～30万円の給付金 

北栄町 14,768 ・売上20%減事業者へ売上規模に応じ10万～40万円の給付金（新規創業は10万円） 

日吉津村 955 ・売上15%減事業者へ上限10万円の給付金 ※飲食､宿泊､小売 

大山町 14,389 ・売上30%減事業者へ売上規模に応じ20万～200万円の給付金 

南部町 6,603 ・売上規模に応じ30万～100万円の給付金  ※飲食､貸切バス､宿泊 

伯耆町 8,001 ・売上30%減事業者へ業種・売上規模に応じ10万～200万円の給付金 ※飲食､宿泊､結婚式場､索道業

日南町 6,635 ・売上15%減事業者へ減収額補助（上限50万円）  

江府町 2,390 ・売上減事業者へ減収額の50％給付(上限:中小200万円､個人100万円) ※宿泊､飲食､旅行業 
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（４）コロナ禍再生応援金〔実施期間：令和４年１月５日～５月27日〕 
  ①事業の内容    

対象者 新型コロナ安心対策認証店として登録されている事業者 

売上要件 ・長期化するコロナ禍の影響により、令和２年11月～令和４年３月までの間の任意の連
続する12ヶ月の売上額が前年又は前々年対比で20％以上減少していること 

交付額 法人20万円、個人10万円を一律支給。 
※認証店加算あり(2店舗目以降、10万円×店舗数に相当する額を加算) 
※他の給付金や応援金との併給は可能。 

 
  ②実施の状況（令和４年3月31日時点） 
   ア 支給決定件数 1,097件 
   イ 支給決定金額 158,700千円 
   ※令和４年度に繰越を行い、令和４年５月27日で申請受付終了。 
 

（５）オミクロン株影響対策緊急応援金〔実施期間：令和４年３月１日～５月31日〕 
  ①事業の内容    

対象者 オミクロン株の感染急拡大に伴い、経営上の影響を受けた県内中小企業等（個人事業者
を含む） ※業種、地域、売上規模を問わない 

売上要件 ・コロナ禍の影響により、令和４年１月、２月の２ヶ月分の売上額が過去３年間の同期
比で30％以上減少していること 

交付額 売上規模に応じて最大20～40万円を支給。 
※認証店加算あり(2店舗目以降、10万円×店舗数に相当する額を加算) 
※他の給付金や応援金との併給は可能。 

 
  ②実施の状況（令和３年度支給決定分） 
   ア 支給決定件数 1,958件 
   イ 支給決定金額 521,554千円（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急事態対策調整費による執行） 
   ※令和４年度支給決定分は同年度当初予算及び５月補正予算で対応し、５月31日で申請受付終了。 
 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 
（１）事業成果（改善状況） 
 ・家賃等固定費や人件費にも充当可能で、他の国、県、市町村の支援金、応援金とも併給可能な自由度の

高い応援金であることから、個人事業主をはじめ多くの県内事業者から高い評価を受けており、コロナ
禍打破特別応援金、コロナ禍緊急応援金ともに5,000件を超える支給決定件数となるなど、長期化する
コロナ禍の影響を受けた多くの県内事業者の事業継続に寄与した。 

 ・切れ目のない応援金や全国に先駆けて取り組んだ無利子・無保証料融資などの積極的な経済雇用対策に
より、本県の倒産・休廃業件数は全国最小レベルで推移している。 

  〔倒産件数〕出所：東京商工リサーチ 

   鳥取県 全国 

令和２年度 ２０件<全国最少> ７，１６３件 

令和３年度 １７件<全国２番目の少なさ> ５，９８０件 57年ぶりの低水準 

(コロナ関連倒産(R4.5.25 時点)) ８件<全国最少> ３，７２１件 

  〔休廃業・解散〕出所：東京商工リサーチ                             （ ）は対前年比    

   鳥取県 全国 

令和２年 ２２４件(全国最少)(▲11.1％) ５６，１０３件(▲5.3％) 

令和３年 ２１３件(全国最少)(▲ 4.9％) ５４，７０９件(▲2.5％) 
 

（２）課題 
本年３月に全国のまん延防止等重点措置が全面解除となったことなどを踏まえて、感染防御と社会

経済活動の両立を図る「感染防御型Withコロナ」の取組に移行していく中、新型コロナウイルス感染拡
大の長期化に加え、ロシアのウクライナ侵攻等の国際動向の急激な変化により原油価格や原材料価格
等が高騰しており、県内事業者の経営を圧迫していることから、事業者の状況に応じて、機動的に事業
者支援策を講じていく必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 
鳥取県中小企業災害対応力強化支援事業 6,271 0 0 0 6,271 
将来ビジョン - 
令和新時代創生戦略 ３．幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ 鳥取＋rhythm 

 （３）まちづくり ③ 強靭な防災基盤の構築 
ＳＤＧｓゴール 09 産業と技術革新の基盤をつくろう 

政策項目 - 
１ 事業の目的、概要 

県内中小企業の災害対応型BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）の策定・見直しや防災措
置、地域住民の安全・安心に資する活動を支援することで、近年頻発する水害や発生が予想される大規模
地震への災害対応力強化等を図り、社会的信用力向上及び地域経済の強靭化につなげる。 
※新型コロナ感染症対応型BCPの策定支援等は、「コロナに打ち克つ！事業継続支援強化事業」で実施 

２ 事業の内容、実施の状況 
（１）災害対応型BCPの普及啓発・計画策定の推進 

区分 内容 実施の状況 

普及啓発   普及啓発セミナー 
BCP策定意識醸成を目的としたセミナーを商工団体等
と連携してオンラインで開催。 

実施回数：3回 
参加企業数：24社 

  震災対策アドバイザー派遣 
企業に専門家を派遣し、ハザードマップに基づくリス
ク診断等を実施。 

派遣件数：0社 

策定支援   BCP策定ワークショップ 
専門家の指導のもとにBCPを策定するワークショップ
をオンラインで開催。 

基本編：実施5回、参加36社 
自然災害編：実施3回、参加20社 

人材育成   BCP継続改善スキル研修 
実践的模擬訓練や訓練マニュアルの提供によりBCPの
実効性向上を支援。 

実施回数：1回 
参加企業：12社 

（２）豪雨等風水害対応力強化支援 
豪雨等風水害対策に対応したBCPの策定・見直しに向けた県内中小企業の取組を支援し、今後の事業継

続を図る。 【オンラインセミナー 実施回数：計2回 参加企業数：計36社】 

（３）鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金 

補助メニュー 内容 実施の状況 

BCP策定・改善
型 

専門家を活用したBCPの策定・見直しに要する経費 
【補助率1/2、上限額150千円】 

実績なし 

防災措置型 BCPの実効性向上や災害対策強化に要する防災措置の導入経費 
・停電対応設備、従業員安否確認システム、土嚢・止水板等の整備 
【補助率1/2、上限額500千円(下限額300千円)】 

交付件数：3件 
交付額:1,500千円 

地域連携型 BCPに基づく地域住民の安全・安心に資する活動に要する経費 
・電力の地域開放(蓄電池等) 、備蓄品の提供等(非常食、簡易トイレ等) 
※地域住民へ協力する旨の協定等の締結が条件。 
【補助率2/3、上限額1,000千円(下限額300千円)】 

交付件数：1件 
交付額:1,000千円 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 
（１）事業成果（改善状況） 
・セミナーによる普及啓発やワークショップ等の県支援により、25社がBCPを策定。 
・「コロナに打ち克つ！事業継続支援強化事業」により、15社が新型ｺﾛﾅ感染症対応型BCPを策定。 
・事業継続力強化計画認定制度(R元.7施行国制度)により、31社がBCPを策定し国の認定を受けた。 

策定年度 H21～25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

BCP 策定事業者数 
(策定 BCP 数) 

77 
(77) 

24 
(24) 

20 
(20) 

17 
(17) 

23 
(23) 

25 
(28) 

51 
(61) 

52 
(70) 

44 
(89) 

累   計 
77 

(77) 
101 

(101) 
121 
(121) 

138 
(138) 

161 
(161) 

186 
(189) 

237 
(250) 

289 
(320) 

333 
(409) 

（２）課題 
・自然災害の激甚化、新型感染症の長期化、国際情勢の影響によるサプライチェーンの寸断など、企業を

取り巻くリスクが多様化している。 
・このような中、事業継続のために必要な知識や対策を常に見直すとともに、BCP策定をゴールではなく

スタートと位置付け、企業に対する時宜を得た情報提供やBCP見直し支援により、企業の災害対応力強
化を図る必要がある。 
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な
事
業
に
関
す

る
調
べ

の
と
お
り
 

不
用
額
の
理
由
：

新
型
コ

ロ
ナ
に
よ
り
専
門

家
が
往

来
で
き
な
か
っ
た

こ
と
、

コ
ロ
ナ
禍
長
期
化

に
伴
う

補
助
事
業
の
実
施

見
送
り

に
よ
る
。
 

産
業
未
来

創
造
事

業
 

3
,
5
78
,
00
0 

0
 

0
 

0
 

3
,
5
78
,
00
0 

1
,
4
54
,
65
2 

0
 

2
,
1
23
,
34
8 

4
0
.
7 

新
た
な
産
業
創
出

に
向
け

た
研
究
会
を
開
催

。
産
業

未
来
創
造
課
へ
配

当
替
。
 

不
用
額
の
理
由
：

新
型
コ

ロ
ナ
の
影
響
に
よ

り
研
究

会
を
オ
ン
ラ
イ
ン

開
催
中

心
と
し
た
こ
と
に

よ
る
。
 

Ｅ
Ｓ
Ｇ
経

営
に
よ

る
企
業
価

値
向
上

推
進
事
業
 

8
,
0
17
,
00
0 

△
3
,8
0
0,
0
00
 

0
 

0
 

4
,
2
17
,
00
0 

3
,
3
21
,
57
6 

0
 

8
9
5
,4
2
4 

7
8
.
8 

E
S
G経

営
に
つ
な
が
る
取

り
組
み
を
ふ
る
さ

と
納
税

型
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ

ン
デ
ィ

ン
グ
に
よ
り
補
助

等
。
 

コ
ロ
ナ
リ

ス
ク
に

打
ち
克
つ

！
事
業

継
続
支
援

強
化
事

業
 

1
4
,
23
2
,0
0
0 

0
 

0
 

0
 

1
4
,
23
2
,0
0
0 

4
,
3
58
,
65
6 

2
,
5
00
,
00
0 

7
,
3
73
,
34
4 

3
0
.
6 

新
型
コ
ロ
ナ
対
応

型
B
C
P

策
定
を
支
援
し
た

ほ
か
、

同
B
CP
の
実
効
性
確
保
の

た
め
の
取
組
に
補

助
。
 

コ
ロ
ナ
禍
長
期
化

に
伴
う

事
業
期
間
延
長
に

対
応
し

て
一
部
を
繰
越
。
 

全
国
初
！

県
版
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
企

業
認
証

パ
イ
ロ
ッ

ト
事
業
 

0
 

1
,
5
00
,
00
0 

0
 

0
 

1
,
5
00
,
00
0 

5
5
0
,4
5
0 

0
 

9
4
9
,5
5
0 

3
6
.
7 

S
D
G
s企

業
の
認
証

制
度
の

令
和
4
年
度
か
ら
の
本
格

運
用
に
先
立
ち
実

施
。
 

不
用
額
の
理
由
：

新
型
コ

ロ
ナ
の
影
響
に
よ

り
セ
ミ

ナ
ー
回
数
等
が
減

っ
た
こ

と
に
よ
る
。
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【
燃
油
高

騰
対

策
】
事
業

者
支
援

事
業
 

0
 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

0
 

0
 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

5
,
3
63
,
00
0 

2
0
,
55
0
,0
0
0 

4
,
0
87
,
00
0 

1
7
.
9 

1
1
月
補
正
予
算
計

上
の
燃

油
高
騰
対
策
事
業

。
農
林

漁
業
事
業
者
へ
の

補
助
等

に
つ
い
て
、
年
度

内
事
業

完
了
が
困
難
と
な

り
、
繰

越
し
た
も
の
。
 

企
業
内
感

染
症
防

止
対
策
緊

急
支
援

事
業
 

0
 

0
 
（

3
0,
0
00
,
00
0）

 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

0
 
（
3
0,
0
00
,
00
0）

 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

（
1
2,
9
79
,
00
0）

 

1
2
,
97
9
,0
0
0 

0
 
（

1
7,
0
21
,
00
0）

 

1
7
,
02
1
,0
0
0 

4
3
.
3 

前
年
度
か
ら
の
繰

越
。
感

染
症
の
拡
大
防
止

に
向
け

た
物
品
購
入
や
機

器
・
シ

ス
テ
ム
整
備
を
補

助
。
 

不
用
額
の
理
由
：

事
業
費

の
確
定
に
伴
う
減

額
に
よ

る
。
 

目
 
 
計
 

3
1
,
64
0
,0
0
0 

3
3
,
70
0
,0
0
0 

（
3
0,
0
00
,
00
0）

 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

0
 
（
3
0,
0
00
,
00
0）

 

9
5
,
34
0
,0
0
0 

（
1
2,
9
79
,
00
0）

 

3
4
,
29
8
,5
8
4 

2
3
,
05
0
,0
0
0 

（
1
7,
0
21
,
00
0）

 

3
7
,
99
1
,4
1
6 

3
6
.
0 

 

(
工
鉱

業
総
務

費
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

職
員
人
件

費
（
工

鉱
業
総
務

費
）
 

1
1
4
,3
6
5,
0
00
 

△
6
,5
6
4,
0
00
 

0
 

3
,
0
00
 

1
0
7
,8
0
4,
0
00
 

1
0
5
,6
2
6,
2
71
 

0
 

2
,
1
77
,
72
9 

9
8
.
0 

立
地
戦
略
課
、
産

業
技
術

セ
ン
タ
ー
（
共
済

費
の

み
）
の
職
員
の
人

件
費
。
 

職
員
人
件
費
（
商

業
総
務

費
）
か
ら
流
用
。
 

目
 
 
計
 

1
1
4
,3
6
5,
0
00
 

△
6
,5
6
4,
0
00
 

0
 

3
,
0
00
 

1
0
7
,8
0
4,
0
00
 

1
0
5
,6
2
6,
2
71
 

0
 

2
,
1
77
,
72
9 

9
8
.
0 

 

合
 
 
計
 

4
8
5
,8
9
1,
0
00
 
3
,
0
12
,
76
2
,0
0
0 

（
3
0,
0
00
,
00
0）

 

3
0
,
00
0
,0
0
0 

2
,
1
28
,
63
9
,5
2
2 

（
3
0,
0
00
,
00
0）

 

5
,
6
57
,
29
2
,5
2
2 

（
1
2,
9
79
,
00
0）

 

4
,
2
56
,
54
3
,1
3
8 

4
6
4
,3
5
0,
0
00
 
（

1
7,
0
21
,
00
0）

 

9
3
6
,3
9
9,
3
84
 

7
5
.
2 
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８
 
予
備
費
の
充

用
調
べ

・
・
・

該
当
な
し
 

 ９
 
現
金
の
取
扱

状
況
 

（
１
）
現
金
取
扱

状
況
・

・
・
該

当
な
し
 

（
２
）
つ
り
銭
の

状
況
・

・
・
該

当
な
し
 

 １
０
 
財
産
に
関

す
る
調

べ
  

（
１
）
公
有
財
産

・
・
・

該
当
な

し
 

（
２
）
金
券
類
の

保
有
状

況
 

ア
 
金
券
の
保
有
状
況
 

有
 
・
 

無
 

 

イ
 
タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト

の
保
有

状
況
 

（
令
和
４
年
３
月

３
１
日

現
在
）

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

前
年
度
末

未
使
用

枚
数
 

 

本
 
 
年

 
 
度

 
 
中
 

本
年
度
末
未
使
用
枚
数
 

備
考
 

 
購

 
入
 
枚
 
数
 

使
用
枚
数
及
び
金
額
 

6
3
枚
  

0
枚
 

 

2
枚
 

6
1
枚
 
県
内
 

2
0
0
0円

 

1
3
6枚

  

1
0
0枚

 
1
3
7枚

 
9
9
枚
 
県
外
 

使
用
枚
数

に
は
有
効
期
限

切
れ
7
1
枚
を
含

む
 

1
7
0
,7
0
0円

 

 （
３
）
基
 
金
・
・
・
該
当
な
し
 

（
４
）
債
 
権
・
・
・
該
当
な
し
 

 １
１
 
財
産
の
貸

付
け
及

び
使
用

許
可
調
べ
・
・
・
該
当
な
し
 

 １
２
 
借
受
不
動

産
明
細

調
べ
・

・
・
該
当
な
し
 

 １
３
 
職
員
駐
車

場
の
管

理
状
況

調
べ
・
・
・
該
当
な
し
 

 １
４
 
寄
附
物
件

の
受
納

状
況
調

べ
・
・
・
該
当
な
し
 

 １
５
 
備
品
の
処

分
状
況

調
べ
・

・
・
該
当
な
し
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１
６
 
貸
付
金
等

状
況
調

べ
・
・

・
該
当
な
し
 

 ○
 
意
見
、
要
望

等
 

 （
１
）
業
務
に
関

す
る
意

見
・
要

望
等
 

特
に
な
し
 

   

 （
２
）
監
査
委
員

事
務
局

に
対
す

る
要
望
等
 

特
に
な
し
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